
 

刈谷市環境都市アクションプラン〔令和６年改定版〕（案） 

パブリックコメントの実施結果について 

 

１ 実施状況 

（１）募集期間    令和５年１１月１日（水）～令和５年１１月３０日（木）【３０日間】 

（２）意見の件数   ３４件（３人） 

（３）提出方法の内訳 持参：１１件（１人）、メール：２３件（２人） 

 

２ 内容別意見の件数 

第１章 アクションプラン改定の趣旨 ０件 第２章 刈谷市の現状・課題と方向性 ４件 

第３章 刈谷市が目指す環境都市の姿 ８件 第４章 令和 12年度（2030年度）に向けた取組 １３件 

第５章 アクションプランの推進 ６件 参考資料 １件 

その他 ２件 

 

３ 意見と市の考え方 

◆第２章 刈谷市の現状・課題と方向性 

番号 意   見 市の考え方 

１ 

P11 温室効果ガス排出量の算定方法について、各部門エネルギー

消費量を国や県の数値に対して従業員数や床面積で按分としてい

るが、本当に刈谷市の温室効果ガス排出量の現状としていいか。（製

造業も業種毎にエネルギー消費量は違うのではないか。）その場合、

刈谷市が独自の政策でＣＯ₂排出量を減らした時、正確に比較でき

るか。 

 

 

 温室効果ガス排出量は、環境省の「地方公共団体実行計画（区域

施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」に基づいて算定して

いるため、本市の現状として問題ないと考えており、ＣＯ₂削減量の

比較は、各取組を推進し、定量的把握が可能なものについて、取組

の実施状況及び効果を評価してまいります。 



 

２ 

P19 廃棄物部門(ごみの焼却等)について、2013 年度比 40%増とあ

るが原因はわかっているか。 

廃棄物部門におけるＣＯ₂排出量は、一般廃棄物と産業廃棄物を

合計した「可燃ごみの総量」の中に含まれるプラスチックごみと繊

維くずの割合を示す「組成率」を基に算出しており、プラスチック

ごみ等の割合が多ければＣＯ₂排出量は増加します。 

その「組成率」は、調査用に採取したごみの成分割合によって毎

年大きく変動するため、令和２年度（2020 年度）のＣＯ₂排出量の

増加は、その偏りが影響したものと考えています。 

３ 
P21 公共施設への再工ネ導入について、施設数ではどれだけの効

果なのか不明なので、実際の kW数やその推移を示せないか。 

ご意見いただいたとおり、太陽光発電設備を導入した施設数等に

加え、設置規模（kW）を記載します。 

４ 
P23、25 ＥＶや太陽光パネルなどへの補助件数を kW数で示せない

か。 

 

◆第３章 刈谷市が目指す環境都市の姿 

番号 意   見 市の考え方 

５ 

P29 現状分析の基本にしている「現状趨勢（ＢＡＵ）」のＵｓｕａ

ｌの定義について、いつを基点にしているのか明記すべき。 

P29「ＣＯ₂排出量 将来推計の基本的算定式」枠外に記載のとお

り、新型コロナウイルス感染症による社会情勢への影響を受けてい

ない平成 30年度(2018年度)を現状年度としています。 

６ 

P30 グラフで 2013年から 2020年にＣＯ₂が減少しているのに何故

2020年から 2030年に上昇すると推計できるのか？ 

現状趨勢（ＢＡＵ）は、「活動量×現状年度の原単位×ＣＯ₂排出

係数」で推計しており、本市においては、令和 12年度（2030年度）

の活動量が、現状年度である平成 30 年度（2018 年度）より増加す

るものと見込まれるため、このような推計となっております。 



 

７ 

P32 グラフで更にアクションを取らねばならないとして、取組を

しているのは理解できる。その取組として色々あげているが、P25で

は補助金交付件数が減少しており、P23 ではＥＶの購入が減ってい

るので増額を提案します。更にそのことをもっと市民に徹底するべ

きだと考えます。 

補助金額については、県内他市町村と比較して高い水準であるた

め、現時点で増額は検討しておりませんが、補助制度のさらなる周

知に努めてまいります。 

８ 

P32 刈谷市は産業の市として、横並びの削減目標でなく、他の自治

体に対して、より進んだ目標設定とするべき。刈谷市はゼロカーボ

ンシティという宣言をしたわけであるから 2050 年といわず、でき

るだけ早い時点での脱炭素社会の実現を目指すべきである。その為

にできることはすべてやるという姿勢をとって頂きたい。産業都市

として、ものづくりに伴うＣＯ₂の排出も大きいことから、むしろマ

イナスを目指すような目標としてほしい。 

本計画は、2050 年カーボンニュートラルを見据えた令和 12 年

（2030 年）までのＣＯ₂削減目標を設定するもので、現在の国の目

標値である４６％削減を上回る４８％の削減を目標としています。 

今後もカーボンニュートラルの実現を目指し、国等の動向を注視

しながら、本市の地域特性に応じた取組を進めてまいります。 

９ 

刈谷市の場合、多数のグローバル企業が本社を置いており、恵ま

れた条件下にあるにもかかわらず、政府目標を先取りするくらいの

意欲的なプランとなっていないことが残念です。 

１０ 

日本政府は環境に対する危機意識がＥＵ各国と比べて低く、先進

国中最低のレベルであり、刈谷市は地方から政府を動かすくらいの

積極的な行動をすべきであり、実行できる自治体です。 



 

１１ 

この５年間は環境省が集中期間と位置付けているにもかかわら

ず、年度ごとのロードマップが作られていないことが残念です。刈

谷市のポテンシャルからしても脱炭素先行地域を目指してロード

マップ作りをするべきで、2030年に向けてはもう７年間足らずにな

るにもかかわらず、具体的な目標のアクションプランとロードマッ

プが示されていないのは実現性に疑問を呈さざるを得ない。年度ご

との評価をして実効性を上げることがマストである。具体的な目標

と達成年度、それを実現するロードマップ、実効性や影響を評価す

る仕組みとプランの見直しを含むチェック体制を示さなければプ

ランとしては不十分である。 

各施策における主な取組については、令和 12 年度（2030 年度）

における数値目標を定めており、本プランの進捗管理シートによ

り、年度ごとの実施状況を管理してまいります。 

また取組の進捗状況については、毎年のアクションプラン推進会

議で評価し、その結果を市ホームページにて公表してまいります。 

１２ 

P．34、35 現行計画の見直しの一つとして、再生可能エネルギーを

使っていくことを一つの柱にして推進してほしい、そのために太陽

光発電、太陽熱の利用への補助を手厚くし、それをためる電池への

補助を増やすとよいと思います。また別の方策として緑化の推進を

図るために森の造成をしてほしい、森を作って子供達の遊び場とす

ることを提案します。また企業のＣＯ₂削減方策を水平展開する方

策を提案します、成功事例を水平展開する場を提供して発表や見学

会をする機会を持つことを推進してください。 

近年、エネルギーに関する取組の重要性が増してきていることか

ら、今回の改定において、現行計画の「産業・エネルギー分野」を、

「産業分野」と「エネルギー分野」に分類し、再生可能エネルギー

の率先導入やエネルギーの地産地消に繋がる取組を進めてまいり

ます。 

補助金額については、県内他市町村と比較して高い水準であるた

め増額は検討しておりませんが、緑化の推進や事業者の取組等、い

ただいた意見を今後の施策の参考とさせていただきます。 

  



 

◆第４章 令和 12年度（2030年度）に向けた取組 

番号 意   見 市の考え方 

１３ 

P38 補助や啓発が主な取組となっているが、現在、世界の動きは

グローバル企業が取引企業に対し、カーボンニュートラルを要求し

てきていることから、やらなければ生きていけないものとしての意

識付けをしてほしい。そのために各企業にＣＯ₂排出量を計算させ、

年度毎にどれだけ削減するという目標を提出してもらうべきであ

る。現在、法人市民税が通常よりも低く設定されているようだが、

ＣＯ₂削減目標とその達成度に合わせて法人市民税を調整すれば設

備投資も進むし、補助の件数も伸びるのではないか。 

本市の法人市民税は、市町村が通常よるべきとされる標準税率を

採用しています。 

公平・確実でわかりやすい課税制度を担保しつつ、事業者が自主

的に行う脱炭素に向けた取組を支援するため、脱炭素経営の実践手

法等を学ぶ研修会の開催等について検討してまいります。 

１４ 

P38、40 産業分野及びモビリティ分野の取組目標について、補助

件数ではなくＣＯ₂排出量がどれだけ減るかを目標にしてほしい。

でないとその目標が削減計画に見合ったものかどうかわからない。 

各分野の取組目標は、目標の達成状況がわかりやすい数値目標と

していますが、この数値目標を設定するにあたり、参-11、12 に示

している推計方法でＣＯ₂削減効果を推計しています。 



 

１５ 

まちづくりの観点からのコンパクトシティの発想と具体的なプ

ランが乏しい。自動車から公共交通、自転車交通、徒歩への移行に

ついても具体的な施策が提示できていない。公共施設連絡バスなど

はグローバル企業と協力して公共交通のあり方を環境の視点から

根本的に見直さなければ十分な対策とは言えない。少なくとも公共

の車両はすべてＥＶにするくらい意欲的に取り組み、市民や市内の

企業が誇りに思えるような事業をすることが必要である。環境先進

都市を目指して日本中から注目されるくらいの気概が必要であり、

また実現できるポテンシャルが刈谷にはあると思います。 

本計画は国や県、市の他の計画と連携を図りながら、持続可能で

快適な環境都市の実現を目指すものです。モビリティ分野の取組に

ついては、刈谷市都市交通戦略に基づき、日常の移動で自転車や公

共交通機関の利用を推進し、自動車からの利用の転換を促す取組を

実施しています。令和４年度（2022年度）には刈谷市自転車活用推

進計画を策定し、自転車の活用を推進するとともに、現在策定中の

刈谷市地域公共交通計画では、公共交通の利用促進に向けた取組を

掲げています。 

また、公用車には、その用途からＣＯ₂排出量の少ない車種を選択

できない車両もあり、一律に公用車をＥＶにすることは難しいです

が、乗用車の更新に当たっては、ＣＯ₂排出量の少ない車種を優先的

に導入してまいります。 

１６ 

環境教育は小中学校だけでなく高校、大学、社会人にいたるまで

さらに充実させるべきと考えます。 

子どもたちに向けた環境教育に加え、３Ｒの実践や環境教育施設

見学会、出前講座等の一般市民に向けた環境講座を様々なメニュー

で定期的に開催し、専門家の講師を招いた環境講演会を継続的に実

施してまいります。 

１７ 

ごみの減量化においては、一層の分別を推進してリサイクル率を

上げる、３Ｒの推進と燃やせるごみの減量化に向けて、ごみ袋の有

料化や生ごみのバイオマス発電利用の検討をすべき。 

ごみの減量化については、一般廃棄物処理基本計画に基づき、分

別の徹底と３Ｒを推進するとともに、家庭ごみの有料化についても

検討してまいります。 

バイオマス発電については、今後の施策の参考とさせていただき

ます。 



 

１８ 

食の地産地消を推進するため、農地を確保し、これ以上の緑地の

減少を食い止めるとともに、食の安全を両立させ、流通に伴うエネ

ルギーの節約を目指す。 

農地を転用する際には、関係法令等に基づいた厳格な審査を行

い、優良農地の保全に努めています。 

また第２次刈谷市食育推進計画に基づき、地元農産物に対する消

費者の理解を深め、食への理解や地元農産物の消費拡大に努めてま

いります。 

１９ 

多世代居住の推進策を充実させ、資源の節約、エネルギーの節約

を目指す。 

多世代居住については、刈谷市住生活基本計画に基づき、子育て

世帯が安心して生活できるよう、三世代同居等住宅取得等支援補助

制度の実施など、世代間で助け合える三世代同居等を促進してまい

ります。 

２０ 

新築住宅については、依然としてガスによる、給湯や調理などが

主となっている。住宅は完成してからも何十年も使用するもので、

これではいつまで経っても化石燃料と縁を切ることができない。こ

れからは東京都のように太陽光パネルの設置を義務付け、蓄電池や

ＥＶ、Ｖ２Ｈなどで、各家庭からカーボンニュートラルを目指すべ

きで、場合によっては余剰電力を地域の為に利用すべき。また東京

都のように条例を制定し、オール電化住宅の促進をするべき。 

家庭部門におけるＣＯ₂排出量を削減するため、太陽光発電設備

や蓄電池、エネファーム、Ｖ２Ｈなどの設置に要する費用の一部を

補助する制度を県内他市町村と比較して高い水準で実施しており、

今後も補助制度を継続し、住宅の脱炭素化に向けた取組を推進して

まいります。 

新築住宅への太陽光発電設備の設置を義務付ける条例の制定に

ついては、いただいた意見を今後の施策の参考とさせていただきま

す。 

 

２１ 

東京都などのように太陽光発電設備の設置を新築住宅、新築事業

所に義務付けるべきである。同時に補助制度を充実させてハードル

を下げるようにするべき。 



 

２２ 

企業・家庭での再生可能エネルギーを活用して、エネルギーの地

産地消を推進し、エネルギーの無駄を排除して地球資源の節約とゼ

ロカーボンシティの早期実現を目指す。農地への太陽光発電の導入

支援。農業とエネルギー生産の両立をさせる。 

事業者に対しては、事業用脱炭素促進設備導入費補助制度によ

り、住宅については、住宅用地球温暖化対策設備設置費補助制度に

より、太陽光発電設備をはじめとする再生可能エネルギー発電設備

への補助制度を引き続き実施し、エネルギーの地産地消を推進して

まいります。 

また、農地は、食料生産基盤として保全する必要があること及び

全国的に営農型太陽光発電事業に係る不適切な事案が発生してい

ることから、営農の継続を前提としたソーラーシェアリングのため

の転用であっても、法律に基づく厳正な審査が必要とされています

が、ソーラーシェアリングは、再生可能エネルギーの普及拡大に有

効な手段であると考えておりますので、今後の参考とさせていただ

きます。 

２３ 

ソーラーシェアリングは、畑や田などに太陽光パネルを設置し、

適度な日射量にして耕作地と共有するものです。大規模発電施設

は、山を切り開くなど環境に影響を与えますが、農地に太陽光パネ

ルを設置することで開発も必要なく、農家は売電収入が得られま

す。規制等により手続きが大変という話があるので、制度として簡

易に採用できるようにしてほしい。 

２４ 

P45 地域新電力会社については新しい取組というより、今まで

の排熱利用の電力を電力会社と名前をつけただけのように感じる。

豊橋市のように下水汚泥、生ごみなどを使ったバイオマス発電所を

設置し、家庭ごみの削減につなげられないか。 

刈谷市の廃棄物処理施設である刈谷知立環境組合クリーンセン

ターでは、生ごみ等の焼却による排熱を利用し、クリーンな電力を

生み出しています。その電力は、従来市外へ売電されていましたが、

「刈谷知立みらい電力株式会社」を設立することによって、その電

力を地域内で活用できるようになり、公共施設の脱炭素化、エネル

ギーの地産地消に貢献していると考えています。 

バイオマス発電については、今後の施策の参考とさせていただき

ます。 

２５ 

P46 「刈谷知立みらい電力」をサポートして、電力会社からの「出

力制御」回数を減らすことを申し入れて、企業経営の安定化に寄与

してください。 

いただいた意見については、刈谷知立みらい電力株式会社との連

携事業を検討する際の参考とさせていただきます。 



 

◆第５章 アクションプランの推進 

番号 意   見 市の考え方 

２６ 

環境都市アクションプランを作成する時点に 10 代～30 代の若い

世代が参加していないことが問題と思われる。2050年に生きなけれ

ばならない世代を尊重しなければ、環境問題の切実さと早急に問題

解決を本気で図らねば生きられないことへの共鳴ができません。 

 刈谷市環境都市アクションプラン推進会議は、環境と経済が両立

した持続可能で快適な環境都市の実現を目的として、学識経験者、

事業者、各種団体等の専門的な知見を有する者により構成され、計

画の進行管理や評価等を行います。 

いただいた意見を参考に、今後の刈谷市環境都市アクションプラ

ンの推進体制について検討を行い、実効性の高い計画を目指してま

いります。 

２７ 
現在、環境保全活動に取り組んでいるグループのメンバーを入れ

なければ市民の共感する施策に結びつかないように思われる。 

２８ 

現状の構成メンバーをみると、経済効率優先となる傾向が懸念さ

れる。環境問題は、経済活動に優先して取り組むべき未来の人類だ

けでなく生物の生存をかけた問題で、経済活動を斟酌するがゆえに

手遅れになっては本末転倒である。 

２９ 
アクションプランの見直しをする環境対策専門家を交えた検討

が必要である。 

３０ 

推進会議のメンバーに「専門性を持ち現場も良く知っている人」、

例えば「環境支援員」「愛知県温暖化防止推進員」「ＩＳＯ審査員」

などを加えて、実効性を高めることを提案します。 

３１ 

2030年までに、予算の前倒しや環境債の発行等、緊急かつ集中的

に環境対策を実行しなければ、子どもの未来を食いつぶす結果とな

る。地球沸騰化が叫ばれる今日、今すぐ実行に移さなければ、手遅

れとなり、今の世代が責任を持てない最悪の状況を生み出すことと

なることを自覚してアクションプランを検討・実行すべきである。 

令和 12年度(2030年度)のＣＯ₂削減目標を達成するため、「産業」、

「モビリティ」、「エコライフ」、「エネルギー」の各分野に関わる全

ての主体が持つ力を出し合って連携し、取組を促進し合いながら総

合的な脱炭素まちづくりを推進してまいります。 



 

◆参考資料 

番号 意   見 市の考え方 

３２ 

参-11、12 ＣＯ₂削減効果の算出について、その効果算出方法が

正しいか実績を積み重ねて理論武装できるようにしてください。

（予想が正しいか？） 

 市の施策によるＣＯ₂削減効果については、これまでの実績や国・

県等の公表する情報を基に推計しています。 

今後、各取組を推進し、定量的把握が可能なものについて、取組

の実施状況及び効果を評価してまいります。 

 

◆その他 

番号 意   見 市の考え方 

３３ 

化学肥料を作るのに化石燃料が使用されると聞きます。有機農法

を進めることにより化石燃料の使用が減ります。また有機農法によ

る野菜等がしっかり使われるように学校給食などによる採用が好

ましいと考えます。 

 化学肥料を使った栽培には収穫量が増える、安定供給が可能とな

る、作業効率が上がるなどのメリットがあります。従来の栽培方法、

有機農法それぞれに特長があるので、本市の特性に合った栽培方法

の検討を進めてまいります。 

学校給食への採用については、農産物の安定供給に加えて、調理

業務への負担や調達コストなども課題となります。今後も、地元生

産者及び農業関係者の動向や、学校給食に有機野菜を採用している

自治体の取組事例について、調査研究を進めてまいります。 

３４ 

ＥＵ並にすべての有害なフッ素化合物の排除をして環境と健康

を守る。 

近年話題となっている有機フッ素化合物については、市域の環境

や市民の健康を守る上で、重要な課題であると考えております。 

いただいた意見については、今後の環境保全等に関する施策の参

考とさせていただきます。 

 


